
 

 

気候変動影響を考慮した将来人口分布推計 

Study on spatially explicit projections of global population under climate change 

 

佐野太一（東京大学）、瀬谷創（神戸大学）、沖大幹（東京大学） 

Taichi Sano（The University of Tokyo）, Hajime Seya（Kobe University）,  

Taikan Oki （The University of Tokyo） 
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将来の人口分布を空間的に表現する格子人口推計は、気候リスク評価、災害影響推定、イン

フラ計画、適応政策の検討など広く活用されており、その重要性は高い。一方で既存の将来

格子人口には、シナリオに沿った国別の総人口を国内配分する手法が単純で、気候変動に伴

う居住環境や生計条件の変化を空間配分へ反映しにくいことが課題として残る。そこで本

研究は、0.5°格子を単位とした面補完による将来人口分布モデルを構築し、国別総人口に厳

密に整合しつつ、気候影響を考慮した空間配分を可能にする枠組みを提示する。 

本研究では、国別総人口を各期で厳密に満たす制約の下で、国内配分の仮定が異なる三つの

面補完モデルを比較する。モデル A は 2000 年を基準として国内格子人口シェアを固定し、

国別総人口の増減を一律倍率で比例配分するコンスタントシェアモデルである。モデル B

は距離減衰と周辺人口規模に基づく標準的な重力モデルであり、各格子が周辺グリッドの

人口集積から受けるポテンシャルを計算し、その大小に応じて国全体の人口変化量を国内

へ配分する。さらにモデル C として、標準化降水指数、主要穀物収量、暑熱関連死亡リス

ク、極端降水、流量など複数の気候影響指標を重みとして統合した気候考慮重力モデルを構

築し、気候・環境条件の違いが国内の相対的配分に反映される形で定式化した。 

推定は 1980–2000 年の 5 年刻み 4 期間における観測格子人口変化を用いて行い、得られた

パラメータで 2000–2010 年の 2 期間における人口変化の再現性を検証した。モデル比較に

は AIC を用いた。その結果、気候変数を導入したモデル C は、モデル A およびモデル B に

比べて適合度が改善した。以上より、国別総人口を厳密に保ったままでも、気候影響指標を

空間配分機構に組み込むことで格子人口変化の再現性が向上しうることが示された。 

本研究の新規性は、第一に、国別総人口を各期で厳密に一致させる制約を前提として、国内

の空間配分のみを推定・比較の対象として切り出した点にある。第二に、気候影響指標を推

計後の解釈に留めず、重力型配分の機構へ統合し、気候・環境条件の違いが国内配分へ直接

反映される形でモデル化した点にある。第三に、乾燥・農業生産性・健康影響・極端現象・

水文条件といった影響経路の異なる複数指標を同一枠組みに統合し、国別標準化等によっ

て比較可能な形で扱った点にある。これにより、総人口シナリオの差だけでなく、気候影響

の差が空間分布を通じて曝露構造をどの程度変えうるかを定量化し、災害リスク管理や適

応策の優先順位付け、インフラ更新・防災投資の空間的配分を検討するための基盤となるこ

とが期待される。 


